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① 特定施設の概要（１／２） １

ガソリンスタンドの場合

自動式車両洗浄施設
（特定施設）

特定事業場

オイルトラップ

公共下水道

除害施設

「特定施設」と「特定事業場」と「除害施設」
下水道法における「特定施設」とは、人の健康及び生活環境に被害を生ずるおそれのある物質を含む汚水や廃液を排水する施設として、

水質汚濁防止法及びダイオキシン類対策特別措置法(以下、水濁法等という。）で規定されており、１００種類以上の施設が該当します。また、

除害施設

特定施設を有する事業場又は工場が「特定事業場」として取り扱われることになります。
水濁法等で規定されている特定施設を設置する特定事業場から公共下水道に排水することで、下水道法による特定施設が適用されます。

また、特定施設の設置に際しては、事前の届出義務があります。
また、特定施設から公共下水道への排水は、下水排除基準超過のおそれがあることから、「除害施設」の設置が必要です。

ガソリンスタンドで考えてみると・・・
★届出事項の整理（概略）

区分 適用法律 提出先 提出期限

・自動式車両洗浄施設 ⇒ 特定施設
・ガソリンスタンド ⇒ 特定事業場
・オイルトラップ ⇒ 除害施設

◎特定施設である自動式車両洗浄施設を設置することにより、ガソリン

公共下水道に
接続しない場合

・水濁法等 ・福井県
施設設置の着工予定
日から60日前まで

◎特定施設である自動式車両洗浄施設を設置することにより、ガソリン
スタンドが特定事業場となります。また、公共下水道に接続するために、
除害施設（オイルトラップ）が必要となります。

公共下水道に
接続する場合

・水濁法等
・下水道法

・福井県
・敦賀市

施設設置の着工予定
日から60日前まで



① 特定施設の概要（２／２） ２

特定事業場

事務所公

工場
（特定施設）

共
用
水
域

公
共
下（特定施設）

排水処理施設
（除害施設）

域 下
水
道

Ｕ字溝等（雨水排水）Ｕ字溝等（雨水排水）

・特定事業場からの汚水を公共下水道へ排水する → 下水道法に基づく届出

・特定事業場からの雨水を公共用水域へ排水する → 水質汚濁防止法等に基づく届出特定事業場からの雨水を公共用水域へ排水する → 水質汚濁防止法等に基づく届出



② 特定施設に係る法体系 ３

事業者

水質汚濁防止法に規定する
特定施設

ダイオキシン類対策特別措置
法に規定する特定施設＋ ＝ 下水道法に規定する特定施設

水質汚濁防止法 ダイオキシン類対策特別措置法

水濁法等に該当する
特定施設を設置する

特定施設

下水道法
特定施設を設置する。

公共下水道に排水する。
・水濁法等に基づく特定施設設置届

届出先：福井県（二州健康福祉センター）

YES

NO

※地下浸透施設等を設置し、公共用水域にも排
水しない場合は、届出不要となります。詳しく

・水濁法等に基づく特定施設設置届
届出先：福井県（二州健康福祉センター）
水道法 基づく特定施設設置届

水しない場合は、届出不要となります。詳しく
は福井県二州健康福祉センターにご確認ください。

・下水道法に基づく特定施設設置届
届出先：敦賀市（下水道課）



③ 特定施設に係る届出事項一覧
区分 届出書の種類 届出の内容 届出の期間 罰則

新 特定施 事着 前
3か月以下の懲役又

４

新たに特定施設を設置し、公共
下水道へ排水する場合

・特定施設設置届出書 ・氏名又は名称及び住
所並びに法人にあって
は、その代表者の氏名

・工場又は事業場の名称
及び所在地

設置工事着工の60日前まで
（実施制限期間※60日）

は20万円以下の罰
金
両罰規定有り

公共下水道に排水している事業場
で、既に設置されている施設が 当該施設が特定施設となっ及び所在地

・特定施設の種類
・特定施設の構造
・特定施設の使用の方法
・特定施設から排出され
る汚水の処理の方法

で、既に設置されている施設が
法令改正等で新たに特定施設とし
て指定された場合 ・特定施設使用届出書

当該施設が特定施設となっ
た日から30日以内

20万円以下の罰金

既に特定施設を設置している事業
場で、新たに公共下水道へ排水
する場合

公共下水道を使用する日から
30日以内る汚水の処理の方法

・公共下水道に排除され
る下水の量及び水質、
用水及び排水の系統

する場合
日以内

届出書に記載の(4)～(7)の事項を
変更する場合

・特定施設の構造等変
更届出書

施設変更工事着工の60日前
まで
（実施制限期間※60日）

3か月以下の懲役又
は20万円以下の罰
金
両罰規定有り両罰規定有り

届出書に記載の(1)又は(2)の事項
を変更する場合

・氏名変更等届出書 変更の内容等
変更があった日から30日以
内

10万円以下の過料
特定施設の使用を廃止する場合

・特定施設使用廃止届
出書

特定施設の廃止
使用を廃止した日から30日以
内 万円以 過料出書 内

特定施設を譲り受け、又は借受、
相続、合併等により届出者の地
位を承継した場合

・承継届出書 承継の内容等
承継があった日から30日以
内

★重要★

※実施制限期間
市が届出を受理してから60日間は、下水道法第12条の5に基づきその届出に係る特定施設の構造、使用の方法若しくは特定施設から排出され

る汚水の処理の方法に関する計画の変更又は設置に関する計画の廃止を命ずることができます。この期間のことを「実施制限期間」といいます。
さらに、届出者は下水道法第12条の6により、その届出が受理された日から60日間を経過した後でなければ、その届出に係る特定施設を設置

し 又は特定施設の構造若しくは特定施設から排出される汚水の処理の方法を変更してはならないことにな ています

★重要★

し、又は特定施設の構造若しくは特定施設から排出される汚水の処理の方法を変更してはならないことになっています。
なお、本期間は、その内容に応じて期間を短縮することができます。

届出を提出してから、市が承認するまで（最長で60日間）は工事に着工できません！！
特定施設の設置が決まった際には、早急に届出を提出してください。



④ 特定施設に係る届出（フロー）

事業場

★公共下水道へ接続される事業者は、下記フローに基づいて、必要な届出事項を確認してください。

５

事業場

公共下水道に接続する
（している）

NO

（している）

YES 特定施設に該当する

YES

NO

特定施設に該当する
施設を設置する

YES

NO

届出⑤ 届出不要

下水道法の適用範囲

特定施設を新規設置する 除害施設を設置する
NO（既に設置している） NO

：下水道法の適用範囲

事業場⇒特定事業場 事業場⇒特定事業場

YES YES

届出① 届出② 届出③ 届出④

★各届出事項に至る事象例出 項
届出①：新たに特定施設を設置し、公共下水道へ排水する場合
届出②：既に特定施設を設置している事業場で、新たに公共下水道へ排水することになった場合
届出③：特定施設に該当しない事業場で、除害施設を設置し、公共下水道へ排水する場合
届出④：特定施設に該当しない事業場で、除害施設も設置せずに、公共下水道へ排水する場合
届出⑤：特定施設に該当する施設を設置するが、公共下水道へ排水を行わない場合



④－１ 特定施設に係る届出区分

下水道法及び下水道条例 水質汚濁防止法

６

届出区分 (届出先：敦賀市)
水質汚濁防止法

ダイオキシン類対策特別措置法
(届出先：福井県)特定施設に関するもの 通常提出するもの

①
新たに特定施設を設置し、特定
事業場から公共下水道へ排水す ・特定施設設置届

・排水設備等計画確認申請書
除害施設設置届

・特定施設設置届場
る場合

定 設設置
・除害施設設置届

定 設設置

②
既に特定施設を設置している事
業場で、新たに特定事業場から
公共下水道へ排水する場合

・特定施設使用届
・排水設備等計画確認申請書
・除害施設設置届

・（特定施設設置届）

③
特定施設に該当しない事業場で、
除害施設を設置し、公共下水道
へ排水する場合

ー
・排水設備等計画確認申請書
・除害施設設置届

ー

④
特定施設に該当しない事業場で、
除害施設も設置せずに 公共下 排水設備等計画確認申請書④ 除害施設も設置せずに、公共下
水道へ排水する場合

ー ・排水設備等計画確認申請書 ー

⑤
特定施設に該当する施設を設置
するが、公共下水道へ排水しな
い場合

ー ー ・特定施設設置届
い場合

特定施設や特定事業場は、水質汚濁防止法及びダイオキシン類対策特別措置法（以下、「水濁法等」という。）で規
定されています。この特定事業場から公共下水道へ排水する場合に、下水道法による特定施設の適用となります。

① 特定施設を設置する場合 「水濁法等 による特定施設に該当 福井県 届出

特定施設に関する考え方の手順・・・

① 特定施設を設置する場合、「水濁法等」による特定施設に該当→福井県へ届出

② 当該事業場から公共下水道に排水する場合のみ、「下水道法」による特定施設に該当→敦賀市へ届出



⑤－１ 特定施設に係る届出のケーススタディ（届出①の場合）

事業場

★排水設備工事の申請も含めた、申請に係る届出のケーススタディを行います。（排水設備工事に係る件は指定工事店が代行）

７

事業場

公共下水道に接続する
（している）

NO

（している）

YES 特定施設に該当する

YES

NO

特定施設に該当する
施設を設置する

YES

NO

届出⑤ 届出不要

下水道法の適用範囲

特定施設を新規設置する 除害施設を設置する
NO（既に設置している） NO

：下水道法の適用範囲

事業場⇒特定事業場 事業場⇒特定事業場

YES YES

届出① 届出② 届出③ 届出④



⑤－１ 特定施設に係る届出のケーススタディ（届出①の場合）

★新たに特定施設を設置し、公共下水道へ排水を行う場合に、必要な届出は以下の３種類です。

８

新 特定施設 設置 公共 水道 排水 行 場合 要 届出 種類 す
届出①の場合、下水道法第12条の3第1項の適用となります。
・特定施設設置届出書

⇒水濁法等適用に基づき福井県へ届出した写又は福井県からの受理書の写を添付してください。
・除害施設（新設）届出書

⇒除害施設の選定根拠を添付してください。（容量計算書等）

県受理書（写）

・排水設備等計画確認申請書

【特定施設設置届出書】 【除害施設届出書】 【排水設備等計画確認申請書】

県受理書（写）
又は県への届出（写）

縦断面図

配置図

添付図

カタログ、図面等

除害施設容量計算書

別紙２ 除害施設

別紙１ 特定施設 排水設備等計画確認申

届出
種類

除害施設容量計算書別紙１ 特定施設

特定施設設置届出書 除害施設届出書
排水設備等計画確認申
請書

届出 着 予定 前ま届出
時期

着工予定日の60日前まで
（実施制限期間60日）

工事着工前 工事着工前



⑤－２ 特定施設に係る届出のケーススタディ（届出②の場合）

★排水設備工事の申請も含めた、申請に係る届出のケーススタディを行います。（排水設備工事に係る件は指定工事店が代行）

事業場

９

事業場

公共下水道に接続する
（している）

NO

（している）

YES 特定施設に該当する

YES

NO

特定施設に該当する
施設を設置する

YES

NO

届出⑤ 届出不要

：下水道法の適用範囲

特定施設を新規設置する 除害施設を設置する
NO（既に設置している） NO

：下水道法の適用範囲

事業場⇒特定事業場 事業場⇒特定事業場

YES YES

届出① 届出② 届出③ 届出④



⑤－２ 特定施設に係る届出のケーススタディ（届出②の場合）

★既に設置してある特定施設、又は新たに特定施設に指定された施設を公共下水道から排水する場合、

１０

既 設置 特定施設 又 新 特定施設 指定 施設 公共 水道 排水す 場合
以下の3種類の届出が必要となります。
届出②の場合、下水道法第12条の3第2項又は第3項の適用となります。
・特定施設使用届出書

⇒水濁法等適用に基づき、福井県へ提出した写又は福井県からの受理書の写を添付してください。
・除害施設（新設）届出書

県受理書（写）

⇒除害施設の選定根拠を添付してください。（容量計算書等）
・排水設備等計画確認申請書

【特定施設使用届出書】 【除害施設届出書】 【排水設備等計画確認申請書】

県受理書（写）
又は県への届出（写）

縦断面図

配置図

添付図

カタログ、図面等

除害施設容量計算書

別紙２ 除害施設

別紙１ 特定施設 排水設備等計画確認申

届出
種類

除害施設容量計算書別紙１ 特定施設

特定施設使用届出書 除害施設届出書
排水設備等計画確認申
請書

届出届出
時期

使用開始から30日以内 工事着工前 工事着工前



⑤－３ 下水道法による特定施設以外の届出のケーススタディ（届出③、④及び⑤）

★届出③、④及び⑤については下水道法による特定施設の適用範囲外となります。

１１

【届出③について】
特定施設には該当しなくても、除害施設を設置していただく場合があります。
必要の有無について悩む場合は、下水道課に相談してください。
（レストラン 居酒屋 美容室 歯科 整形外科病院等）（レストラン、居酒屋、美容室、歯科、整形外科病院等）
必要な届出は以下のとおりです。
・除害施設設置届

【届出④について】【届出④について】
特定施設に該当せず、除害施設も設置不要な場合の必要な届出は以下のと

おりです。（通常の排水設備工事と同様）
・排水設備等計画確認申請書

【届出⑤について】
特定施設に該当するが、公共下水道に排水はしない場合、下水道法による

敦賀市への届出は不要となりますが、水濁法等による福井県への届出
は必要となりますのでご注意ください。



⑥ 特定施設設置届の構成

県受理書（写）
特定施設設置届出書

１２

県受理書（写）
又は県への届出（写）

添付図添付図
位置図、構造図等

別紙２ 除害施設 水質汚濁防止法等に基づく
（１）～（６）

別紙１ 特定施設
（１）～（５）

水質汚濁防止法等に基づく
福井県への提出の写もしく
は、福井県の受理書の写

特定施設設置届出書

特定施設の設置に伴い設置する除害施設に関すること及び

別紙１及び別紙２に係る添付図

特定施設の概要及び構造等について記載

特定施設の設置に伴い設置する除害施設に関すること及び
特定施設の排水に関することについて記載

特定施設の設置届は、
・設置届本文
・別紙１ 特定施設に関すること
別紙 そ 排水 関する と（除害施設）・別紙２ その排水に関すること（除害施設）

・添付図 特定施設の位置図、平面図等
・福井県への届出の写もしくは福井県の受理書の写

から構成されています。



⑦ 特定施設設置届の記載例（１／８）

★届出として多い、ガソリンスタンドを例に、届出書を作成します。

１３

申請者の住所、氏名、電話番号等を記入してください。

・工場又は事業場の名称を記入してください。工場又は事業場の名称を記入してください。
・工場又は事業場の所在地を記入してください。
・特定施設の種類を記入します。
★種類は、特定施設一覧表から番号と名称を

記入してください。
★よくある記載間違い：「除害施設」★よくある記載間違い： 除害施設」
⇒除害施設は下水排除基準を守るために設置する

施設であり、特定施設の種類ではありません。

受理年月日より、市が承認するまで（最長で60
日間）は設置工事に着工できません。



⑦ 特定施設設置届の記載例（２／８）

★別紙１（１）～（３） ★事業場の概要及び操業系統について記入します。

１４

事業場の規模等を記入してください。

・事業場の主要製品及び生産量について記入し
てくださいてください。
★製品の生産等を行う業種でない場合、主た

る業種を記入してください。

・事業場の作業工程について記入してください・事業場の作業工程について記入してください。
★別紙図として添付していただいても構いません。



⑦ 特定施設設置届の記載例（３／８）

★別紙１（４）、（５） ★特定施設の種類構造について記入してください。

１５

各項目について記入してください。
特定施設を複数設置する場合 添付する平面図特定施設を複数設置する場合、添付する平面図
にも施設番号を記入し、整合してください。

・特定施設の構造図、平面図等
特定事業場の位置図 配置図等・特定事業場の位置図、配置図等

を添付してください。



⑦ 特定施設設置届の記載例（４／８）

★別紙２（１） ★除害施設について記入してください。

１６

公共枡までの排水フローを記入してください。
添付図でもかまいません。



⑦ 特定施設設置届の記載例（５／８）

★別紙２（２）、（３）★除害施設の種類構造について記入してください。

１７

各項目について記入してください。

除害施設の位置図、構造図を添付してください。



⑦ 特定施設設置届の記載例（６／８）

★別紙２（４）★除害施設からの排水量及び水質について記入してください。

１８

各項目について記入してください。

想定される水質がある場合 追加記入してください想定される水質がある場合、追加記入してください。



⑦ 特定施設設置届の記載例（７／８）

★別紙２（５）★公共下水道へ排水する量及び水質について記入してください。

１９

各項目について記入してください。

想定される水質がある場合 追加記入してください想定される水質がある場合、追加記入してください。



⑦ 特定施設設置届の記載例（８／８）

★別紙２（６）★特定施設から排出される水質について記入してください。

２０

各項目について記入してください。

想定される水質がある場合 追加記入してください想定される水質がある場合、追加記入してください。



⑧ 最後に ２１

特定施設からの排水は、下水処理場の機能低下や敦賀湾の水質悪化を招くお
それがあります。特定施設を設置する場合は、速やかに届出を行ってください。

御不明な点については、下水道課まで相談してください。御不明な点については、下水道課まで相談してください。

問い合わせ先問い合わせ先
敦賀市水道部下水道課

〒９ １ ４－０ ０ ７ ３敦賀市天筒町５番９号（敦賀市天筒浄化センター２階）
ＴＥＬ：０ ７ ７ ０－２ ２－８ １ ４ ５
ＦＡＸ：０ ７ ７ ０－２ ４－０ ４ １ ０ＦＡＸ：０ ７ ７ ０－２ ４－０ ４ １ ０


